
滋賀県障害者差別のない
共生社会づくり条例について

令和４年４月

滋賀県健康医療福祉部
障害福祉課
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平成３１年４月１日 一部施行 ・ 令和元年10月１日 全部施行

滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例

・障害を理由とする差別の解消の推進
・障害者の自立および社会参加に向けた取組の基本理念等を定める
⇒全ての県民が障害の有無によって分け隔てられることなく、
相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現
に寄与することを目的とする

目的

１ 「障害の社会モデル」の考え方を定義
２ 合理的配慮の提供等を義務化
３ 相談・解決の仕組みを整備

ポイント
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障害は個人の心身機能の障害と社会的障壁
の相互作用によって創り出されるものであ
り、社会的障壁を取り除くのは社会の責務
である。

１ 「障害の社会モデル」の考え方を定義

「障害の社会モデル」とは、障害のある人が日常生活または社会生
活において受ける制限は、障害のみに起因するものではなく、社会的
障壁と相対することによって生ずるものという考え方です。

障害のあるなしに関わらず誰もが暮らしやすい共生社会を目指し
て、障害のある人が直面する社会的障壁（物理的な障壁だけで
なく制度や慣行などすべてのもの）を社会全体で取り除いていく
必要があります！
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「障害」はどこにあるのか

○階段しかないので、
２階には上がれない

➩「障害」がある

階段

○エレベーターがあれば、
２階に上がれる

➩「障害」がなくなった！
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「障害」はどこにあるのか

車いすの方は、何も変わっていない
変わったのは、あくまでも周囲の環境

「社会的障壁」

物理的なバリア
公共交通機関、道路、建物などに
おいて、利用者に移動面で困難を

もたらす物理的なバリア

制度的なバリア
社会の制度によって、障害のある人
が能力以前の段階で機会の均等を

奪われているバリア

文化・情報面でのバリア
情報の伝え方が不十分であるた
めに必要な情報が平等に得られ

ないバリア

意識上のバリア
周囲から心無い言葉、差別、無関心
など、障害のある人を受け入れられ

ないバリア

４つのバリア

➩「障害」とは、障害者本人の機能障害
を指すのではなく、社会の様々な障壁に
よって生じるもの

➩これが、障害者権利条約が採用
している世界の潮流の考え方
（いわゆる「障害の社会モデル」）
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滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例（H31.4.1施行）

差別の禁止 合理的配慮の提供

行政機関 法律において禁止 法律上の義務

民間事業者 法律において禁止

個人

何人も障害を理由とする差別をしてはならないことを規定

⇒上乗せ・横出し条例

条例上の義務

条例上の義務条例において禁止

２ 合理的配慮の提供等を義務化
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障害者差別解消法（H28.4.1施行）

不当な差別的取扱い 障害者への合理的配慮

国の行政機関・
地方公共団体等

禁止

事業者 禁止

禁止

禁止

障害者差別解消法において、民
間事業者の「合理的配慮の提供」
は努力義務

※令和３年５月
障害者差別解消法改正
「合理的配慮」を民間事業者にも義務づけ
令和３年６月４日公布→３年以内に施行
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不当な差別的取扱い
【不当な差別的取扱いとは】

誰もが納得できる理由や、やむを得ない理由なく、障害を理由として、サービ
スの提供を拒否したり、制限したり、条件を付けたりすることです。
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合理的な配慮の提供
障害のある人から何らかの配慮を求める意思の表明があった場合におい

て「建設的対話」によって、負担が重くない範囲で配慮を行うことです。

ポイント

〇申し出に応じて
〇建設的対話によって
〇負担が重すぎない範囲で
〇一人一人の障害特性や場面・状況に応じて 9



◆「重すぎる負担」を考える際の要素（内閣府「障害者差別解消に関する基本指針」）

○ 事務・事業への影響の程度（事務等の目的・内容・機能を損なうか否か）
○ 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約）
○ 費用・負担の程度
○ 事務・事業規模
○ 財政・財務状況

合理的な配慮の提供

◆建設的対話とは ≒ 対話の際に避けるべき言葉
①「先例がありません」

⇒ 法や条例が施行されており、先例がないことは断る理由になりません。

②「特別扱いできません」
⇒優遇や特別扱いではなく、障害のある人もない人も同じようにできる状況を

整えることが目的です。

③「もし何かあったら」
⇒漠然としたリスクでは断る理由になりません。どのようなリスクが生じ、

どうすればリスクが低減できるのか、具体的に検討する必要があります。

④「その障害種別ならば」
⇒同じ障害種別でも程度などによって適切な配慮が異なります。
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合理的な配慮の提供

０か１００かではなく…

○○はできません
○○してください

○○してください
申し訳ありませんが、○○はで
きませんが、△△での対応なら

できます。

…
互いにアイデアを出し合い、

その時にできる配慮を目指す
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相談事例からみる合理的配慮の例

〇相談内容

学習障害（LD）の男性が自動車免許を取
得するため教習所に通っている。

実地試験は問題ないが、筆記試験では読
み飛ばしなどがありなかなか合格できない。
試験問題の読み上げ対応や拡大文字などの
対応はしてもらえないのか

→合理的配慮の「負担が重くない範囲」で
の調整
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相談事例からみる合理的配慮の例

〇対応
・道路交通法施行規則の規定により

読み上げによる試験は不可（警察庁に照会）

・一方で
①読み飛ばしを防ぐためにセンターの用意する定規を

問題文にあてること
②大勢の中で緊張することに対して席を部屋の端に
③アナログ時計が読めず、残り時間がわからず混乱す

るため、デジタル式時計を用意 などの配慮の実施
↓

数回のチャレンジの末、合格
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相 談 あっせん申立 勧告･公表

・障害のある人だけでなく誰で
も障害を理由とする差別に関
する相談ができる

・専門性を持って中立の立場で
相談に応じる →助言・調整

「障害者差別解消相談員」設置
・障害者が相談する際に自らの

立場を適切に表明するために
必要な支援を行う

「地域相談支援員」
（通称：地域アドボケーター）

を福祉圏域ごとに置く

・相談で解決しない
場合には、あっせ
んの手続きに移行

・あっせんの手続き
は、共生社会づくり
委員会の
あっせん部会が行う

・正当な理由なく
あっせんに応じ
ない場合、知事
は勧告できる

・勧告に従わない
ことに正当な理
由がない時は公
表することがある

「地域アドボケーター」
自身で相談することが難しい障害者に寄り添
い、相談内容を代弁（サポート）するなど、障害
者の権利を擁護し、相談員につなぐ役割を担う

県独自

障害当事者、家族、支援者等が福祉圏域ごとに推薦され、現在２６名

3 相談・解決の仕組みを整備
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普及・啓発活動

①条例フォーラムの実施
・滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例「、障害者差別解消法、合理的配慮の提供についての
フォーラムを開催（ご希望により手話通訳、字幕付きのDVDを貸し出しますので、事業所内の研修等にもご活
用ください。）

②出前講座等
・企業、学校、自治会などの研修会等で相手のリクエストに応じて障害当事者や専門家
を講師派遣

③条例パンフレット
・条例の内容を分かりやすく説明したパンフレットを作成・周知

④テレビ滋賀プラスワンを放映
・R3.2.7テレビ滋賀プラスワン「障害者差別のない共生社会を目指して」放映
・YouTubeで視聴可能

⑤合理的配慮の助成事業
・事業者や団体等が合理的配慮を提供する際にかかる費用を助成
・令和４年度は、物品、工事の施行に加えて、研修事業等に
ついても対象に追加

⑥CMの作成
・合理的配慮の提供や、滋賀県障害者差別のない
共生社会づくり条例を周知するCMを作成
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障害を、自分ごと・社会全体の問題として捉えるために

まず身の回りからできることを、やってみる

「障害の社会モデル」

「合理的配慮の提供」
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【障害者差別や合理的配慮の相談窓口】

滋賀県健康医療福祉部障害福祉課内（障害者権利擁護センター）

障害者差別解消相談員が相談に応じます

電 話 ０７７－５２１－１１７５
F A X ０７７－５２８－４８５３
メール ec0006@pref.shiga.lg.jp






